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　『核兵器・核実験モニター』は１９９５年７月１５日に創
刊された。それ以来、８年有余、ほぼ月２回のペースで
発行され続け、いま２００号を迎えた。しかし残念なこと
に、核兵器廃絶への前途は開けず、本誌はますます
必要とされる情勢の中に置かれている。とりわけ、２００
５年の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議に向かって大
きな役割が求められている。
　核兵器を巡る問題の質は大きく変わった。究極の暴
力である核兵器によって世界の一極支配の頂点に
立った米国が、不意打ちの核攻撃の恐怖に曝される
状況が登場したのである。米国民が、いま取りつかれ
ている一番の不安の一つはこれである。抑止論が事
実上崩壊し、核兵器の禁止を渋ってきた保有国に、拡
散の結果が襲いかかろうとしている。そして、その芽を
摘むことを大義とする戦争が始まった。核兵器は、抑
止の兵器から、報復の潜在的兵器となり、やがて再び
使用される兵器となろうとしている。
　この状況に関して、私たちの住む東北アジアは当
事地域の一つであった。ここには厳しい政治環境が
生み出された。日本には、好戦的文化が頭をもたげて
いる。朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核兵器
開発問題がイラク戦争と重なって作り出した風景は、
一口に言えば戦争への坂道が見え隠れする風景で
ある。本誌は早くから、核兵器に対する日本のごまかし
政策は、日本の安全保障政策の致命的な鍵を握る基
本問題であり、同時に現実問題であると考えてきた。
だからこそ、政策の具体性を追跡し、国際政治の中に
おける挙動を監視し、日本の安保政策全体の中にお
いて批判してきた。ヒロシマ・ナガサキを背負った日
本には、まだ後戻りする糸口が残されているという確

信に支えられながら。
　『核兵器・核実験モニター』にとって、アジアの地域
安全保障問題は、核兵器廃絶の課題と不可分の問題
であり続けた。しかし、正直なところ、その一体性を理
解してくれる人は、ときに苛立ちと無力感を覚えるほど
遅 と々して増えないように感じられた。平和運動圏に
おいて、それは切実であった。東北アジア非核地帯
が、「新ガイドライン」体制への具体的代替構想である
という議論は、今やっと根づき始めているように思われ
る。２００５年ＮＰＴ再検討会議に向かって、この視点はま
すます重要になる。
　２００号を契機に、『核兵器・核実験モニター』は、より
大胆にこの溝を埋める課題に挑戦したいと思う。軍事
力によらない地域安全保障にかかわる諸問題を、市
民が関与しうる「リアル・ディプロマシー（現実外交）」
と「リアル・ポリティックス（現実政治）」の問題として最
新の資料を提供し、論じ、提案し続けたいと思う。
　その意気込みを込めて、題字に「軍事力によらない
安全保障体制の構築を目指して」と副題を加えた。ま
た、信頼性をもってカバーできる情報ウィングを広げる
ために、米軍基地問題に詳しい田巻一彦さんに編集
責任者に加わって頂くことになった。編集力量は倍増
される。
　『モニター』の購読料と会費が、ピースデポの財政
基盤である。紙面刷新が財政基盤の強化につながる
よう、皆さまのご支援を心からお願いしたい。
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■米「海外基地の見直し」公式に開始
　　　　　　…問われる日本の安保政策
■米「新型核兵器開発」が法律に
■戦闘機部隊を解体=ニュージーラン　
ドの国防政策転換から何を学ぶか？
■弾道ミサイルの国際管理は可能か？

　…ICOC（国際行動規範）の現在
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　冷戦の終結以来、わが国、わが友邦、
わが同盟国を脅かしていたかつての脅
威に代わって、ならず者国家、世界的な
テロリズム、そして大量破壊兵器に関係
した、より予測不可能な危険が登場した。
われわれは、この変化に対応するために
国防の転換に積極的に取り組んできた。
制服軍の転換にわれわれは今後も前進
を続けるであろうが、一方において、この
新しい挑戦によりよく対処するために、わ
が軍事力の世界的な態勢を再編するこ

米大統領府　２００３年１１月２５日

ブッシュ声明

　１２月２５日の大統領声明の全訳を、資料１（下の囲み）に
掲げた。この声明には二つの重要なポイントがある。一つ
は、今回の米軍の海外軍事力態勢の見直しが、米国の
「新しい脅威」に対抗するための「軍転換」（� � � � �

����	���
�����）の一環であること、もう一つは、見直しに当
たっては、友邦・同盟国や議会と密接な協議を行うこと、
である。
　軍転換の経過と内容については、本誌でも取り上げて
きたが、詳しくは拙著「在日米軍」（岩波新書）を参照して
いただきたい。情報技術（ＩＴ）を起爆剤とした「軍事にお
ける革命（ＲＭＡ）」によって米軍は大きな転換を遂げよう
としている。これまでの物量思考から脱皮し、「能力ベー
ス」の軍隊を目指す。さらに軍別（陸・海・空・海兵）思考か
ら脱し、統合軍による新しい戦争概念を開発する。そのよ
うにして、機敏で柔軟性に富む新しい軍隊に見合った海
外配備態勢を敷こうとしているのである。ブッシュ声明を
受けて、ラムズフェルド国防長官は、その日の記者会見

で、「数ではない。能力だ」と断言している。
　軍転換に見合った新態勢の構築には、制服組の抵
抗、基地の地元利益を抱える議会の抵抗、そしてとりわ
け米国の友邦・同盟国の抵抗が予想される。例えば、す
でにロシアは、西ヨーロッパＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）
の米軍基地が、拡大されたポーランドに移ることがあれ
ば、ロシアの懸念材料となるという警告を発している（『モ
スクワ・タイムズ』１１月２７日）。ブッシュ政権には、これまで
の単独行動に対する幾ばくかの反省がある。大統領声
明が、海外軍事力の新態勢の構築には、利害勢力との
協議を重ねてゆくことを強調しているのは、そのような事
情を反映している。国内向けには以下に述べるような議
会の動きに対する融和と牽制という両方の狙いがあると
見るべきであろう。
　米国議会の動向を見る前に、米軍の日本を含む東北
アジアへの基本的立場を整理しておこう。

東北アジアは配備過剰

　海外配備態勢の見直しの必要性は、ブッシュ政権が

資料１　

大統領声明
とが必要になっている。

　本日を起点に合衆国政府は、わが海外
軍事力態勢の今後の見直しに関して、議
会と、また友邦、同盟国、そして海外のパー
トナーと協議を強化するであろう。われわれ
は、新しい安全保障環境に最善に対処する
のに最も適した場所に適切な軍事能力を
配置することを、確保するであろう。

　合衆国の国家安全保障は、わが友邦、同
盟国、そして世界中のパートナーの安全保
障と密接につながっている。したがって、こ
の見直しは現存の関係の強化と合衆国の
防衛誓約の効果的な履行能力の向上に役
立つであろう。この目的に合致するように、
われわれは、（見直し過程への）友邦や同
盟国の全面的な参加を求めるであろう。ま
た、この見直しから生まれるいかなる構想

や調整も、必然的に包括的で財政的に可
能なものでなければならないので、見直し
は米国議会との緊密な協議のもとに行わ
れるであろう。１２月初めのＮＡＴＯ閣僚会
議において、パウエル国務長官とラムズ
フェルド国防長官が、われわれの努力に
ついてより詳しく説明するであろう。その
後、合衆国の高官チームがヨーロッパ、ア
ジア、その他の首都で協議を開始するで
あろう。

　自由国家の集団的安全保障は、いま
や、近代的軍事能力と安全保障協力にか
つてなく依存している。十分な転換を遂げ
強化された海外軍事力の態勢が、平和と
自由という共通の主義のために効果的な
集団的行動をとるという米国の誓約を確
かなものにするであろう。（訳：ピースデポ）

「惑星アメリカ」の月になるな
協調的安全保障へ、自主外交の好機

　１１月２５日、ブッシュ米大統領が正式の声明を発して、米軍の海外軍事力態勢の見直しについて公
式の動きが始まった。再編を突き動かしている論理は、２００１年「四年期国防見直し（ＱＤＲ）」に明記さ
れている。再編自身は長いプロセスとなるであろう。しかし、この米政府の動きは、米議会で始まってい
る２００４年の二つの重要な動きに影響されて進行する。結果は日米安保体制、とりわけ沖縄の米軍基地
問題に大きなインパクトを生むことが必至である。在日米軍基地は、日米安保条約と無関係な「惑星ア
メリカ」を支える基地であることが、ますます明確になる。それでも「基地天国」日本を続けるのだろうか。

米軍配備の世界的再編の中の日本
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第１２８節
（ａ）合衆国海外軍事施設の構成見直しに
関する委員会

（１）「合衆国海外軍事施設の構成見直し
に関する委員会」を設立する（本節に
おいては「委員会」と言う）。

（２）（Ａ）委員会は次の８人より構成される。
（ｉ）２名は上院の多数派リーダーに
よって任命される。
（ｉｉ）２名は上院の少数派リーダーに
よって任命される。
（ｉｉｉ）２名は下院の議長によって任命
される。
（ｉｖ）２名は下院の少数派リーダーに
よって任命される。

（Ｂ）委員会に任命される者は、合衆国
の国家安全保障政策あるいは外交政
策に相当な経験を有しなければならな
い。
（Ｃ）委員会委員の任命は、本法発効
後４５日以内に行わなければならない。

（３）委員は、委員会が存続する限りの期間
を任期としなければならない。欠員が
生じても委員会の権限に影響を生むも
のではないが、欠員は当初の任命と同
じ方法によって埋められなければなら
ない。

（４）委員会委員の全員が任命されてから３
０日以内に、委員会は第一回会議を開
かなければならない。

（５）委員会は委員長の召集によって開か
れる。

（６）委員会の定足数は過半数とするが、そ
れ以下の人数でも公聴会を持つこと
ができる。

（７）委員会は、互選により委員長と副委員
長を選出する。

（ｂ）義務

（１） 委員会は、合衆国の海外軍事施設に関
係する事項の完全なる調査を行うものと
する。

（２） 調査を行うにあたって、委員会は次のこ
とを行うものとする。
（Ａ）合衆国外に前進配備しなければな
らない兵力数を評価する。
（Ｂ）合衆国の海外軍事施設や訓練場の
現状を、すべての永久基地や配備場所
に対して吟味する。吟味の内容は、それ
ら施設や訓練場の土地の状態や改善状
況、必要なときにこのような施設や訓練
場に使う追加的土地の入手可能性、な
どを含むものとする。
（Ｃ）直接の金銭支払い、物納、その他の
形を問わず、合衆国の海外軍事施設を
理由として、外国から合衆国が受領する
金額を特定する。
（Ｄ）合衆国の海外軍事基地や訓練場の
現在の構成が、国防総省の現在及び未
来の使命――不足の事態、動員、将来
の軍事力の要請を含め――を履行する
のに適切であるか否かを評価する。
（Ｅ）合衆国の海外軍事施設の閉鎖や再
編、あるいは新しい海外軍事施設の設
立が実行可能か否か、また望ましいか
否かを評価する。
（Ｆ）委員会が適切と考えるならば、合衆
国の海外軍事施設に関する他のいかな
る事項も考慮、あるいは評価する。

（３）（Ａ）委員会は、委員会の見出した知見と
結論を詳しく説明した報告書を、委員会
が適切と考える立法措置や行政当局の
施策に関する勧告と共に、遅くとも２００４
年１２月３１日までに、大統領と議会に対し
て提出しなければならない。

（Ｂ）（Ａ）に特定された事項に加えて、
報告書は、国防総省が現在と将来の
任務を履行するための同省の海外配
備戦略について、委員会による提言を
含むものとする。

（ｃ）権限

（１）委員会は、委員会が本節の履行にとっ
て望ましいと考えるならば、公聴会を開
催したり、時間と場所をとらえて調査や
行動を起こしたり、証言を得たり、証拠
を受理することが許される。

（２）委員会は、委員会が本節の履行にとっ
て必要であると考えるならば、連邦省
庁から直接に情報を確保することがで
きる。委員会委員長の要請があったと
きは、関係連邦省庁の長はそのような
情報を提供しなければならない。

（３）委員会の要請があったときには、総務
庁長官は、委員会が本節の義務を履
行するのに必要な行政的支援を、弁済
を基本に委員会に提供しなければなら
ない。

（４）委員会は、他の連邦政府の省庁と同様
の扱いと条件で合衆国郵便を使用す
ることができる。

（５）委員会は、役務や財産の無料提供や
寄付を受けたり、利用したり、廃棄した
りすることができる。

（ｄ）人事事項

（１）（日給について）略
（２）（Ａ）（旅費、日当について）略
（Ｂ）（委員とスタッフの軍用機利用につ
いて）略

（３）（Ａ）委員会の委員長は、公務員法や規
則にかかわらず、１名の事務責任者及
び本節の義務を履行するに必要な追
加的な人員を任命したり終了させたり
することができる。事務責任者の雇用
は、委員会の認可を得なければならな
い。
（Ｂ）委員会は、委員会が義務を履行す
ることを補助するスタッフを雇用するこ
とができる。（Ａ）項の事務責任者を含
めて、委員会のスタッフの総数は１２人
を超えないものとする。

――以上（訳：ピースデポ）

２００４米国軍事建設歳出法
(Military Construction Appropriations Act, 2004)
ＨＲ２６５８、公法 (Public Law)１０８－１３２

２００３年１１月５日　米下院、ＨＲ２６５８・上下両院協議会案を承認
２００３年１１月１２日　米上院、同案を承認
２００３年１１月２２日　大統領、ＨＲ２６５８に署名。公法１０８－１３２

資料２

２００１年９月末に提出した「四年期国防見直し（ＱＤＲ）」に
明記されている。その第４章は「米軍の世界態勢の再編」
に当てられていることに示されているように、今回の見直
しの基本路線はこのＱＤＲに示されている（本誌１５０号、２
００１年１１月１日）。
　米軍基地の海外分布を考えるときの考え方として、「能
力ベース」という概念が基礎になる。「米国にとっての今
後の脅威は、誰が脅威であるかという予測はできない
が、どんな能力を持っているかは予測できる」という認識
である。ＱＤＲには次のように書かれている。
　「合衆国は、今後数十年において、どの国家、国家連
合、非政府主体が合衆国の死活的利益や同盟国・友邦

の死活的利益を脅かすかを、確信をもって知ることはで
きない。しかし、敵が…使用する能力を予測することはで
きる。」（１３ページ）
　この基本認識に基づいたときにも、米軍の海外プレゼ
ンスが極めて重要であるという認識には何の変化もな
い。しかし、冷戦時代に作られた海外プレゼンスの世界
的態勢は、もはや古くなっていることをＱＤＲは具体的に
指摘している。その一例が日本を含む北東アジアであ
り、そこではプレゼンス過剰であると指摘している。
　「合衆国の海外プレゼンスは合衆国の利益と、それら
の利益への予想される脅威に密接に関連している。しか
し、西ヨーロッパと東北アジアに集中している現在の海
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外プレゼンス態勢は、新しい戦略環境のなかで不適切
である。」（２５ページ）
　「西ヨーロッパと東北アジアを超えて基地や駐屯地を
追加することに重点をおいて、世界の重要地域における
米軍の柔軟性を増すよう基地システムを開発する。」（２６
ページ）

メリハリを付ける

　東北アジアの米軍基地は、過剰であるという認識を示
しながらも、その重要性もまた同時に確認されている。つ
まり、主要基地には、新基地への中継となるこれまでにな
いハブの役割を追加するという認識が述べられている
のである。
　「合衆国は、西ヨーロッパや東北アジアの重要基地を
維持するだろう。それらの基地は、世界の他の地域にお
ける不測の事態に力を投影するためのハブという追加
的な役割を果たすことになるであろう。」（２７ページ）
　ここに述べられているハブ基地の概念は、まだ必ずし
も明確に提出されていない。一つの手がかりとして、『ロ
サンゼルス・タイムズ』（２００３年６月９日）が、国防省担当者
とのインタビューで書いた海外基地の階層構造を示して
おきたい。それによると、海外基地は、
　ハブ（�
�	）
　前進作戦基地（��������������������	�	）
　前進作戦地点（��������������������������	）
という階層構造で語られている。
　ここから推定すると、主要基地はハブとして兵站、兵力
供給の拠点基地であり、新しく「基地ではなくアクセスを」
と要求されているシンガポール、ベトナム、北西オーストラ
リアなどは「前進作戦基地」であり、それよりさらに紛争地
に近いアフガン周辺の中央アジア、イラク周辺やイラクの
作戦基地は「前進作戦地点」ということになるのであろ
う。
　日本の基地を考えた場合、米軍は横須賀を海軍のハ
ブとして失いたくないと考えているであろう。沖縄をハブ
と位置づけるか「前進作戦基地」と位置づけるかは、まさ
に日本政府の姿勢にかかっていると考えられる。

三つの流れ

　大統領声明に発する行政府の動きと並行して、米海
外基地の再編に関係する二つの動きが進行している。
三つの流れを並記すると次のようになる。

　１．行政イニシャチブ
　２．米軍基地閉鎖再編０５年ラウンド
　３．海外基地見直し委員会

　まず、基地閉鎖再編２００５年ラウンド（ＢＲＡＣ０５）につい
て説明する。ＢＲＡＣとは「��	���������
���������	
��」
の頭文字である。本誌第１８１号に紹介したように、０２会計
年国防認可法で、冷戦終結に伴う第５ラウンドの米軍基
地閉鎖・再編を０５会計年（０４年１０月１日から）に実行する

ことを立法化した。国防省は、基地の合理化によって軍
転換に回す予算を増やしたい一心であるが、地元利害
から議会は強い抵抗を示してきた。０４会計年国防認可
法の審議過程で、下院がＢＲＡＣ０５を骨抜きにする法案
を提出したのに対して、大統領が拒否権発動をほのめ
かしたことは、本誌１８９号で紹介した通りである。結果的
には議会の抵抗は成功せず、ＢＲＡＣ０５は予定どおり実
施される。
　ＢＲＡＣ０５は、米国内の軍事基地のみを対象とした閉
鎖再編である。しかし、議会の圧力で、海外基地を放置
したまま国内基地だけを整理することは許されない情勢
である。国防長官は閉鎖・再編の選定基準を提出する
際に、完全な世界的な軍事施設目録の提出を義務づけ
られている。また、海外基地の抱えている制約や将来の
利用可能性を選定の際に考慮することが要求されてい
る。
　今後の具体的スケジュールは、今年１２月３１日までに、
国防長官は閉鎖・再編の基準の案を議会などに提出す
る。そして、最終基準を０４年２月１６日までに提出しなけれ
ばならない。
　また、０５年度予算説明文書のなかに、世界的な軍事
施設目録を含めなければならない。これは、０４年１～２月
であろう。このようにして、本誌が発行される時期には、在
日米軍は基地の現状に関する最終資料の提出を急い
でいるか、それが終わった頃である。

海外基地見直し委員会

　米下院がＢＲＡＣ０５を潰そうとして失敗したのと対照的
に、米上院はもう少しスマートに行政をチェックする動き
を提案した。上院の０４会計年国防認可法案（Ｓ１０５０）は、
「海外基地見直し委員会」の設置を定め、第三者による
海外基地の評価の道を開こうとした。
　この試みは、紆余曲折の末に「０４会計年米国軍事建
設歳出法」（ＨＲ２６５８、公法 １０８－１３２)の第１２８節として実
を結ぶことになった。これは、在日米軍基地、とりわけ沖
縄の基地の将来にとって極めて重要な法律である。その
ほぼ全訳を、資料２（３ページ）に掲げた。
　同法によって「合衆国海外軍事施設の構成見直しに
関する委員会」が設置される。それは、８人の専門家から
構成され、（ｂ）義務の項目に書かれているように、海外配
備の兵力数の評価、海外軍事施設の現状調査、受け入
れ国支援の実態調査、閉鎖・再編の可能性や拡充の可
能性の調査などについて吟味しなければならない。それ
を実行するために、公聴会の開催や調査権限を与えら
れる。
　つまり、日本の基地の実態を米政策に直接に訴え、要
求を反映させるための窓口が開かれたのである。沖縄
基地負担の軽減を口にする日本政府の言葉が嘘でな
いならば、日本政府はこの機会を自主外交のチャンスに
活かさなければならない。日本政府が当てにならないと
しても、自治体、政党、市民レベルでのアプローチが可能
である。軍事力ではなく、協調的安保の枠組みへの移行
を主張する論理を据えて、「基地天国」日本をから脱皮
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する好機である。
　法律に書かれているスケジュールは次のようになる。
まず、法案成立（１１月２２日）後４５日以内であるから、０４年
１月１３日までに委員が任命される。委員は２月１２日まで
に第一回会議を開催しなければならない。そして、遅くて

資料３

「２００４会計年国防認可法」
（ＨＲ１５８８、公法１０８－１３６）

抜粋

〔核実験再開準備期間〕
第３１１３節　合衆国の地下核実験再開の

ための準備態勢
（ａ）要求される準備態勢―エネルギー省
長官は、合衆国が１８ヶ月以内に地下
核実験を再開しうる準備態勢を２００６
年１０月１日までに開始し、達成し、以
後維持しなければならない。

（ｂ）準備態勢の定義―本節の目的のた
めに、合衆国が１８ヶ月以内に地下核
実験を再開しうる準備態勢の達成と
は、大統領が実験再開を指示した場
合に、その指示の日から１８ヶ月以内
に実験を再開しうる能力をエネル
ギー庁長官が獲得することを言う。

〔低威力核兵器〕
第３１１６節 低威力核兵器の研究開発

禁止の撤廃
（ａ）撤廃―１９９４会計年度国防認可法
（公法１０３-１６０、１０７ �������� !、 "
#������"�"������）を撤廃する。

（ｂ）解釈―小節（ａ）により行われる撤廃
は、低威力核兵器の実験、調達もしく
は配備を承認したものと解釈しては
ならない。

（ｃ）制限―エネルギー省は、議会により
明確に承認されるまで、低威力核兵
器の工学的開発（訳注参照）以降の

段階に着手してはならない。
（ｄ）報告―（１）２００４年３月１日までに、
国防長官及びエネルギー省長官
は、１９９４会計年度国防認可法３１３６
節の撤廃が合衆国の不拡散に関
する諸目的に対する影響の有無及
び、これら諸目的を達成するための
計画変更の必要性の有無につい
て、連名の報告書を議会に提出す
るものとする。（２）同報告書は機密
扱いでない形式で提出するものと

米新型核兵器の研究、法に

本誌前号で「２００４会計年国防認可法」（ＨＲ１５８８）に盛られた米国の核
兵器に関する注目すべき内容を紹介した。同法は１１月２４日に米大統領
によって署名され、公法１０８－１３６となった。核実験準備、小型核兵器、
バンカーバスターに関して法に何が書かれているのかを正確に理解し
ていただくために、関係条項を訳出した。

する。ただし、必要に応じて機密扱
いの付属書類を含めることができ
る。

〔強力地中貫通型核兵器〕
第３１１７節　強力地中貫通型核兵器の工
学的開発（訳注参照）もしくはそれ以降の
段階の着手のための議会承認
　エネルギー省長官は、議会の明確な承
認がない限り、強力地中貫通型核兵器の
工学的開発段階（段階６.３）もしくはそれ
以降の段階に着手してはならない。

訳注：エネルギー省の定義では、核兵器
のライフサイクルの段階６．３は「開発エン
ジニアリング」である。第３１１６節、第３１１７
節の「工学的開発」は同じ内容を意味し
ていると考えられる。この段階以降に進む
ためには、議会の承認を必要とすることを
定めている。本誌１８９号にライフサイクル
を図示したものを再録する。（訳：ピースデ
ポ、小見出しは編集部）

も０４年１２月３１日までに勧告を含む報告書を議会と大統
領に提出しなければならない。
　ブッシュ大統領声明に発してラムズフェルドが牽引す
る海外軍事態勢の見直しは、議会が行うこの委員会と緊
張をはらみながら進行することになる。（梅林宏道）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

米国核兵器のライフ・サイクル
■新型核兵器 ■改造核兵器

１．概念開発
↓↓↓↓↓

２．実現可能性研究
↓↓↓↓↓

２Ａ．設計定義とコスト研究
設計とコストの見合いも検討
↓↓↓↓↓

３．開発エンジニアリング
兵器システムとの統合や生産時の
適合性などを検討

↓↓↓↓↓
４．生産エンジニアリング
爆発実験、弾頭の作戦面からの認
証など。巨額の資金を必要とする。

↓↓↓↓↓
５．初期生産

↓↓↓↓↓
６．量産と貯蔵

↓↓↓↓↓
７．退役／保管 １～４年

６．０　量産と貯蔵（改造前）
↓↓↓↓↓

６．１　概念評価
↓↓↓↓↓

６．２ 実現可能性研究と
選択肢の絞込み
↓↓↓↓↓

６．２Ａ　設計定義とコスト研究
↓↓↓↓↓

６．３　開発エンジニアリング
↓↓↓↓↓

６．４　生産エンジニアリング
↓↓↓↓↓

６．５　初期生産
↓↓↓↓↓

６．６　本格生産

出典：ライフ・サイクルの基本は、米エネルギー省２００２会計年予算要求
（２００１年１月）より作成。新型核兵器での所要年は、「核兵器データブック：
第２巻」（ＮＲＤＣ、１９８７年）からのもので、やや古いが参考までに掲げた。

作成：梅林宏道、大滝正明

１年

４～６年

８～２５年

●Ｍ
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前文（省略）

１．この弾道ミサイルの拡散に立ち向かうた
めの国際行動規範（以下「国際行動規範」）
を採択し、

２．以下の原則を尊重することを決意し、
ａ）大量破壊兵器を運搬可能な弾道ミサイ
ル・システムの拡散を包括的に防止及
び抑制し、「国際行動規範」を含む適切
な国際努力を追求し続ける必要の認
識

ｂ）多国間の軍縮及び不拡散に関する
諸々の仕組みを強化し、それらに対す
る支持を拡大することの重要性の認識

ｃ）国際的な軍備管理、軍縮及び不拡散に
関する規範を支持し、完全に遵守する
ことが、諸国家の平和的な心積もりに関
する信頼の醸成に役立つという認識

ｄ）この「国際行動規範」への参加は自発
的ですべての国に開かれているという

認識
ｅ)国連総会で採択された「発展途上国の
必要を格別に考慮した、全ての国の利
益と関心ための宇宙空間の探査及び
利用における国際協力に関する国連
宣言」（決議５１/１２２、１９９６年１２月１３日）
に対する諸国の確約の確認

ｆ）諸国は平和目的のために宇宙から得ら
れる利益を利用することから排除され
るべきではないが、そのような利益を獲
得し、関連した協力を行う際、大量破壊
兵器を運搬可能な弾道ミサイルの拡散
に寄与してはならないという認識

ｇ）宇宙打ち上げ機（ＳＬＶ）計画は弾道ミ
サイル計画を隠蔽するために利用され
るべきではないという認識

ｈ)信頼を高め、弾道ミサイル及び弾道ミ
サイル技術の不拡散を促すための、弾
道ミサイル計画及び宇宙打ち上げ機計
画に関する適切な透明性措置の必要
の認識

３．以下の一般的措置を実施することを決意
し、
ａ） 「月その他の天体を含む宇宙空間の
探査及び利用における国家活動を律
する原則に関する条約」（１９６７年）、「宇
宙物体により引き起こされる損害につい
ての国際的責任に関する条約」（１９７２
年）、及び「宇宙空間に打ち上げられた
物体の登録に関する条約」を、批准、加
入、またはその他の方法によって遵守
すること。

ｂ）多国間、二国間、各国の努力を通じて、
全世界的及び地域レベルで、大量破壊
兵器を運搬可能な弾道ミサイルの拡散
を抑制及び防止すること。

ｃ）大量破壊兵器を運搬可能な弾道ミサイ
ルの開発、実験、配備につき、最大限可
能な限り自制すること。それには、可能
な場合には、全世界及び地域の平和と
安全のために、国が保有する弾道ミサ
イルを削減することを含む。

ｄ）ＳＬＶ計画が弾道ミサイル計画を隠蔽す
るために利用されるかもしれないことを
鑑み、他国のＳＬＶ計画に対する支援を
考える際には、大量破壊兵器の運搬シ
ステムに寄与することを防ぐため、必要

　２００２年１１月２５・２６日に開催されたハーグ会議で「弾
道ミサイルの拡散に立ち向かうための国際行動規範」
（以下、ＩＣＯＣと略称）が発効してから、１年余りが経過し
た。大量破壊兵器（生物・化学兵器及び核兵器）の運搬
手段となる弾道ミサイルの拡散が世界の平和と安全に
対する深刻な脅威とされいる今日の国際状況におい
て、ＩＣＯＣは弾道ミサイル不拡散を国際規範にするため
の試みとして注目される。北東アジアにおけるミサイル
問題を考える上でも参考になる。本号ではＩＣＯＣの重要
部分の抜粋訳（資料４）を掲載し、以下にＩＣＯＣの成立の
背景やその内容、北東アジアにおけるミサイル問題との
関連性について若干の解説を加える。

●

　冷戦終結後、弾道ミサイルが一部の保有国から多数
の国や地域に輸出された結果、現在、５０カ国近くの国が
保有するに至っており、弾道ミサイルの拡散の脅威に対
する世界の関心は高まっている。また、２００１年９月１１日
の同時多発テロ後、大量破壊兵器が国会以外の主体の
手に落ちる危険が現実の脅威として広く認知されるよう
になった。しかしながら、弾道ミサイル不拡散のための国
際的枠組みとしては、例えば、輸出管理の調整を主眼と

したミサイル管理レジーム（ＭＴＣＲ）が存在するものの、
核兵器の移譲、製造、取得を禁止した核不拡散条約（Ｎ
ＰＴ）に相当する弾道ミサイルの不拡散に関する国際条
約は、未だに存在しないというのが現状である。

●

　このような状況において、１９９９年１０月に開催されたＭ
ＴＣＲ会議の参加国は、弾道ミサイルの拡散を防止する
ための国際的な取り組みを拡大することで合意し、０１年
９月のＭＴＣＲ会議で弾道ミサイル不拡散に関する国際
行動規範の草案が取りまとめられるに至った。また、０１年
に入ると、ＭＴＣＲ不参加国をも交えた国際行動規範草
案に関する協議が開始され、とりわけヨーロッパ連合（Ｅ
Ｕ）が国際行動規範草案採択の促進に主導的な役割を
演じた。そして、０２年２月にパリで開催された国際会議に
議論された改訂草案にさらに修正を加えたものが、ＩＣＯ
Ｃとして同年１１月のハーグ会議に出席した９３カ国によっ
て署名されることになった(１)。

●

　以上のような経緯を経てハーグで発効したＩＣＯＣは、
前文と主文からなり、主文には弾道ミサイル不拡散のた
めの原則、一般的措置、信頼醸成措置、組織運営につい
て規定している。しかし、ＩＣＯＣは、ＭＴＣＲ同様に国際条
約ではないことに留意する必要がある。つまり、それは法
的な拘束力を持たない政治的合意であり、参加国はＩＣ
ＯＣの遵守に合意しているが、それに違反した場合の結
果については規定されていない。ＩＣＯＣは、あくまでも弾
道ミサイル不拡散を国際規範として確立するための第
一歩に過ぎないのである。

今後の管理への
足がかり

弾道ミサイルの拡散に立ち向かうた
めの国際行動規範（ハーグ国際行動規範）

資料４

弾
頭
ミ
サ
イ
ル
拡
散
｜｜｜｜｜
ハ
ー
グ
国
際
行
動
規
範

黒崎　輝
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　ＩＣＯＣの内容につ
いて具体的にみる
と、その目的は「大量
破壊兵器を運搬可
能な弾道ミサイル・シ
ステムの拡散を包括
的に防止及び抑制」
（原則ａ）することにあ
る（ただし、「大量破

壊兵器を運搬可能な弾道ミサイル」の定義は規定されて
いない）。そして、ＩＣＯＣは弾道ミサイル禁止を意図して
いるわけではないが、「大量破壊兵器を運搬可能な弾道
ミサイルの開発、実験、配備につき、最大限可能な限り自
制すること」を参加国に求め、「可能な場合には、全世界
及び地域の平和と安全のために、国が保有する弾道ミ
サイルを削減することを含む」（一般的措置ｃ）と述べて
いる。この点は将来の弾道ミサイル軍縮の規範化、条約
化の足がかりとなる可能性がある。

●

　しかし、全体としてＩＣＯＣは、持てる国のミサイル軍縮
や禁止への視点を欠いている。また、ミサイル拡散の誘
引ともなるミサイル防衛に対する言及もない。

●

　ＩＣＯＣは｢国際的な軍縮及び不拡散に関する諸条約
によって確立された規範や、これらの条約の下で負って
いる義務に反して、大量破壊兵器を開発または取得し
つつあるかもしれない諸国の弾道ミサイル計画に貢献、
支持、支援しないこと｣（一般的措置ｅ）を参加国に要求し

な警戒を払うこと。
ｅ）国際的な軍縮及び不拡散に関する諸
条約によって確立された規範や、これら
の条約の下で負っている義務に反し
て、大量破壊兵器を開発または取得し
つつあるかもしれない諸国の弾道ミサ
イル計画に貢献、支持、支援しないこと。

４．下記のものを実施することを決意し、
　ａ）信頼を高め、大量破壊兵器を運搬可
能な弾道ミサイルの不拡散を促す上で
適切かつ十分に細部にわたった、以下
のような諸々の透明性処置
① 弾道ミサイル計画に関して、
・弾道ミサイル政策の概要に関する
発表を毎年行うこと。そのような発表
で明らかにされるものとしては、例え
ば弾道ミサイル・システムに関する関
連情報及び地上（実験）発射場があ
る。
・以下の③で言及される事前通報の
仕組みに従って宣言されたように、前
年に発射された弾道ミサイルの数及
び一般な種類の名称に関する情報
を毎年提供すること。

　 ② 使い捨てＳＬＶ計画に関して、商
業上、経済上の秘密性の原則と一致す

るように、
・ＳＬＶ政策及び地上（実験）発射場の
概要に関する発表を毎年行うこと。
・以下の③で言及される事前通報の
仕組みに従って宣言されたように、前
年に発射されたＳＬＶの数及び一般
な種類の名称に関する情報を毎年
提供すること。
・（立ち入りが許容される程度の決定
を含めて）自発的に、地上（実験）発
射場への国際的な監視団員の招待
を検討すること。

　 ③弾道ミサイル及びＳＬＶ計画に関し
て、
・弾道ミサイル及びＳＬＶの発射及び
飛翔実験に関する事前通報を相互
に行うこと。こうした通報には、弾道ミ
サイル又はＳＬＶの一般的な種類の
名称、計画された発射通報を知る手
段、発射区域及び計画された方向と
いった情報が含まれるべきである。

  ｂ）参加国は、適切なことだけれども、自
発的に、前記の透明性措置に加えて二
国間又は地域的な透明性措置をつくる
ことができる。
  ｃ）前記の諸々の信頼醸成措置の実施
は、これらの措置が適用される計画の

正当化に資するものではない。

５．組織的側面
参加国は下記のものを行う決意である。
ａ）毎年あるいは参加国の合意に従い、定
期会合を開催する。

ｂ）出席する参加国の総意によって、実質
面及び手続き面の全ての決定を行う。

ｃ）これらの会合を、以下のような方法など
を通じて「国際行動規範」の運用を定
義し、再検討し、さらに練り上げるために
利用する。
・「国際行動規範」の枠組みの中で、通
報その他の情報の交換に関する手続
きを確立すること。
・各国の発表から生じる問題、並びに／
若しくは、弾道ミサイル及び／又はＳＬＶ
計画から生じる問題の自発的解決のた
めの適切な仕組みを確立すること。

・信頼醸成措置に関する提出物を収集、
配布し、新たな参加国の署名を受領、
発表し、参加国が合意した他の任務を
行う、当面の中心的連絡国として、参加
国の一カ国を指名すること。
・考えられうる「国際行動規範」の改正
を含む、参加国が合意した他の方法。

（訳：黒崎輝）

ミサイル軍縮・
禁止の視点は
欠落

ている。つまり、大量破壊兵器の不拡散とリンクさせなが
ら、弾道ミサイルの不拡散を目指しているのである。

●

　ＩＣＯＣはまた、当然ながら宇宙打ち上げ機（ＳＬＶ）（日
本で一般的に宇宙ロケットと呼ばれるもの）計画を通じた
弾道ミサイル拡散の防止を重視している。すなわち、ＩＣ
ＯＣは、「ＳＬＶ計画が弾道ミサイル計画を隠蔽するために
利用されるかもしれないことに鑑み、他国のＳＬＶ計画に
対する支援を考える際には、大量破壊兵器の運搬シス
テムに寄与することを防ぐため、必要な計画を払うこと」
(一般的措置ｄ)を参加国に求めている。他方、ＩＣＯＣは
「諸国は平和目的のために宇宙から得られる利益を利
用することから排除されるべきではない」（原則ｆ）と述べ
ており、宇宙の平和利用への諸国に関心に対する配慮
も行っている。

●

　さらに、ＩＣＯＣは、弾道ミサイル計画やＳＬＶ計画に関す
る情報公開、弾道ミサイル及びＳＬＶの発射の事前通報、
二国間又は地域的な透明性措置といった信頼醸成措
置について、参加国に実施を求めている。その狙いは、
各国の弾道ミサイル計画やＳＬＶ計画の透明性を高める
ことを通じて、そうした国々相互の信頼を高め、弾道ミサ
イルの不拡散を促すことにある。また、「諸 の々信頼醸成
措置の実施は、これらの措置が適用される計画の正当
化に資するものではない」（信頼醸成措置ｃ）と明記され
たことは重要である。

●

　最後に、このような内容を持ったＩＣＯＣについて、北東
８ページ上段へつづく��



8 １９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行２００３年１２月１５日 第２００号 核兵器・核実験モニター

縮問題や国際的な軍縮の場における取り組みをサポー
トしている。

　ＰＮＮＤを設立した中堅国家構想（ＭＰＩ）議長であるカ
ナダのダグラス・ロウチ上院議員は、市民団体と国会議
員の結束の偉大さについて、核兵器による威嚇や核兵
器使用の非合法性に関する１９９６年の国際司法裁判所
の判決に続いて行われたカナダでの核政策の協議プロ
セスを例にとり説明した。カナダ国会の外務委員会をまき
こんだ協議や市民社会の各界が参加したカナダ国内１
８箇所で行われた一連の円卓会議は、政府がＮＡＴＯの
核政策の見直し過程を提案する原動力となった。ロウチ
議員は、ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、
ニュージーランド、南アフリカ、スェーデンが提案している
「新アジェンダ連合」の核軍縮プログラムの重要性、また
国連や不拡散条約再検討会議において議員が果たし
うる役割について話した。

　ニュージーランドのキース・ロック議員はニュージーラ
ンドが非核兵器地帯になることに大きく貢献したニュー
ジーランドの議員の役割について語った。また、南半球と
周辺地域を非核兵器地帯にするために議会が果たしう
る役割についても言及した。

　ＰＮＮＤの日本代表である自民党の鈴木恒夫議員は、

議長団：
梅林宏道：ピースデポ代表
アラン・ウエア：核軍縮議員ネットワーク国際コーディ

ネーター

講演者：
ダグラス・ロウチ上院議員（中堅国家構想（ＭＰＩ）議

長、カナダ）　
キース・ロック議員（緑の党、ニュージーランド）
鈴木恒夫議員（自民党、日本）
中川正春議員（民主党、日本）

　「核軍縮議員フォーラム」はピースデポ代表の梅林宏
道氏によって開会された。梅林氏はこのフォーラムの目
的は、異なる国の国会議員同士の間の対話を作り出すこ
と、そして国会議員と市民団体の間の対話を作り出すこ
とであると述べた。日本では一般市民の中で核軍縮へ
の支持が強いことに触れながら、梅林氏は、国会議員と
市民社会の間の溝を埋めることで核軍縮は大きく進むだ
ろうと抱負を述べた。

　核軍縮議員ネットワーク(ＰＮＮＤ)国際コーディネーター
のアラン・ウエア氏は、政策を形成し、政府に説明責任を
果たさせ、軍縮義務が確実に履行されるようにすること
が議員の重要な任務であると述べた。ウエア氏はＰＮＮ
Ｄのことを紹介した。ＰＮＮＤは世界４０カ国２５０人以上の国
会議員による国際的なネットワークで、議員たちの核軍

第２回地球市民集会ナガサキ

第６分科会「核軍縮議員フォーラム」の報告
　１１月２３日、第2回地球市民集会ナガサキの中で「核軍縮議員フォー
ラム」が行われた。昨年７月に発足した「核軍縮議員ネットワーク・日本
（PNND日本）」が初めて大衆の前に登場した集会であった。日本の二
人の議員と海外の二人の議員が、着飾らず率直に噛み合った議論を
したいい集会であった。以下に訳出したのは、フォーラムのコーディ
ネーターの一人であったアラン・ウエア氏が、翌２４日に発表したまとめ
の発言である。

アラン・ウエア

アジアにおけるミサイル問題との関連で二つの問題点
を指摘しておこう。一つは参加国の問題である。すなわ
ち、中国、北朝鮮、韓国、ロシア、米国、日本の６カ国を考
えるとき、日本以外は独自の弾道ミサイル計画を持ち、
北朝鮮と韓国以外は進んだＳＬＶ計画を持っている（２）。こ
れら６カ国うち、中国と北朝鮮はＩＣＯＣに参加していな
い。これらはまた、ＭＴＣＲにも加盟していない。北東アジ
アにおいて弾道ミサイル不拡散の規範の定着が立ち遅
れていることを示している。

●

　もう一つの問題は、ＩＣＯＣが、大量破壊兵器の運搬手
段となる巡航ミサイルを規制対象としていないことであ
る。米国とロシアは、北東アジアを含むアジア・太平洋地
域で、核弾頭を搭載可能な潜水艦発射巡航ミサイルを
配備しており、とりわけ米国の巡航ミサイルは、中国及び
北朝鮮に対する軍事的脅威となっている(３)。したがっ

て、中国及び／又は北朝鮮が巡航ミサイルを規制しな
いＩＣＯＣを、大量破壊兵器の運搬手段の規制という観点
からすると公平性に欠けるものとみなしていることは想像
に難くない。そのことが、両国がＩＣＯＣに参加しない一因
となっていると推測することもできる。

●

　ＩＣＯＣが参加国を拡大し、実効性のある国際的合意と
して育ってゆくか、またＩＣＯＣを大量破壊兵器及び運搬
手段の不拡散に関する国際体制の発展・強化に活かし
ていけるかは、公平性や信頼醸成への有効性につい
て、多くの努力が残されており、引き続き動向を見守って
いく必要がある。

(１) Arms Control Today, January/February 2003, p.19;
Stockholm International Peace Research Institute (SPRI)
Web site, http://projects.sipri.se/expcon/hcoc.htm.
(２) 『モニター』１８２・３号、１８５号、１８６・７号、１８９号、１９１号。
(３) 『モニター』１９５号、１９７号。

１１ページ下段へつづく��
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　１９９９年の政権誕生後まもなく、ヘレン・クラーク首相率
いるニュージーランドの労働党政権は、老朽化の進む
Ａ-4スカイホーク戦闘機を、リースのＦ-16戦闘機と交替
させる計画を中止しました。この計画は、前政権と米国の
クリントン政権との間で約束されていたものでした。この
決定に続いて、2001年４月には、内閣によって、空軍戦闘
機部隊の解体が決定されました。これらの決定の持つ意
味とは何だったのでしょうか。背後にはどのような政策が
あったのでしょうか。これらの政策は、ニュージーランドの
国防政策の転換を意味しているのでしょうか。日本と東
北アジアの安全保障状況にとって、ニュージーランドの
経験が教訓となり得るのでしょうか。

■背景

　ニュージーランドは、比較的小さな島国で、日本と同程
度の国土面積を有します。日本と同様、近代的で発展し
た、グローバル経済に組み込まれた国です。ニュージー
ランドが日本と異なっている点といえば、地理的な孤立
です。最も近い大陸であるオーストラリアでも、1500キロ
の彼方にあります。近隣諸国といえば、南洋のポリネシア
の島々です。
　この地図は、ニュージーランドの人々が、自分たちの国
の位置をどのように見ているかを表しています。皆さんが
普段目にする地図上の大半を占める、アジア、アメリカ、
アフリカ、ヨーロッパといった大陸が、この地図上では
すっかり消えています。地理的な孤立は、私たちに「安
全」の認識を与えています。太平洋とは、私たちを守って
くれている巨大な堀なのです。
　ニュージーランドは輸出主導経済として発展してきま
した。貿易がＧＤＰに占める割合は、日本（18パーセント）
を含む他の国 よ々りもはるかに高い50パーセントにも達し

ます。私たちの国の繁栄は、貿易に依存しています。私
たちにとって、人とモノの自由な移動のために、安定した
国際環境はなくてはならないのです。ニュージーランドの
総人口は400万人、日本の総人口の３パーセントに過ぎま
せん。私たちのＧＤＰは日本の1.6パーセントです。
　ニュージーランドの国内向けの政策は、国防政策に明
らかな影響を与えています。ニュージーランドが誇るべき
ものの一つに、全国民を対象とした社会保障システムが
あります。当然これには費用がかかります。限られた財源
をめぐり、国防や安全保障は、常に社会保障部門と競争
関係にあるということになります。
　ニュージーランドの国防・安全保障観に影響を与えて
いる諸要素の中で最も特徴的なことは、国土防衛がこれ
まで安全保障の焦点となったことがないという事実で
す。わずかな例外を除けば、ニュージーランドにはこれま
で重大な軍事的脅威というものが存在しませんでした。
貿易などの関係に影響を与える事態が、より重大な懸念
事項として捉えられてきました。重大な軍事的脅威は、遠
い海の向こうのものでした。また、そのような情勢ともなれ
ば、ニュージーランド一国では対処しきれないものでし
た。そのような情勢は他の国 に々も影響を与えているで
しょうから、他国との協力のもとで集団的に対処すること
が最良の策と考えられてきました。かつて、それは英国で
した。第２次世界大戦後は米国がニュージーランド
の第一の同盟国になりました。二国間の同盟関
係では、ニュージーランドは常に弱い立場
にならざるを得ません。ニュージーランドが
常に多国間主義を提唱・支持してきた理
由がこれです。ニュージーランドは国連の
創設国の一つであり、多国間主義こそが、
国際情勢の中で小国が主張をする最良の
方法だと考えているのです。

ディック・ジェントルズニュージーランド前国防副長官

　ニュージーランド国防政策の転換
－日本への教訓は？－

戦闘機部隊を解体
フリゲート艦の更新を中止
軍事力依存から「包括的アプローチ」へ

■ピースデ■ピースデ■ピースデ■ピースデ■ピースデポポポポポ     公開セミナー公開セミナー公開セミナー公開セミナー公開セミナー
ニュージーランドはニュージーランドはニュージーランドはニュージーランドはニュージーランドは
なぜ戦闘機を全廃なぜ戦闘機を全廃なぜ戦闘機を全廃なぜ戦闘機を全廃なぜ戦闘機を全廃
したのかしたのかしたのかしたのかしたのか

10 月 11 日午後
東京・総評会館

報
告

ニュージーランドの前国防副長官で、戦闘機の廃止を含む、国防政策の「専守防衛」への
大胆な転換を主導したディック・ジェントルズ氏をゲストとして開いた公開セミナーには、
約90人の市民が参加、「軍事力に依らない安全保障」の可能性と道筋をめぐって活発な
意見交換が行われた。ここでは、ジェントルズ、鈴木伶子、前田哲男の各氏と田巻一彦の
冒頭発言の要約を紹介して報告にかえたい。文責はすべて編集部。
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■人々の心に根づいた非核政策

　防衛に関して第２次世界大戦後に起こった最も重大
な変化の一つが、1980年代半ばのロンギ首相の労働党
政権の誕生でした。核兵器の廃絶のための戦いを前面
に打ち出した非核法を制定したのが、この政権でした。
ロンギ政権は、ニュージーランドの国防・安全保障政策
が、ほぼ全面的に冷戦構造によって形作られたものであ
り、南太平洋における同国の置かれた環境にはほとんど
関連のないものであるという見方をしていました。
　1991年、労働党に変わって保守的な国民党が政権を
奪取しました。政権誕生直後、新政権は、国防政策の見
直しに着手しました。冷戦後の世界はさらに危険度を増
し、危機が予告なく突発する。だから即応性のある軍隊
を持つことが必要だと考えたのです。
　国民党政権は、非核政策の撤回と同盟国との防衛協
力の再構築に向けて努力しました。しかし、すぐに明ら
かになったことは、非核政策がニュージーランド人の心
にしっかりと根付いており、神聖で犯すことの出来ないも
のであるということでした。この問題に踏み込むことは、
政治的な意味での自殺行為に等しかったのです。

■議会による見直し－「2000年以後の国防」

　1997年から99年にかけて、議会の委員会は、ニュー
ジーランドの外交・国防政策の広範な見直しを行いまし
た。この国防見直しの報告である「2000年以後の国防に
関する調査報告」（$�%
��&�$����'����	����&����"(((）は、
国民党政府による国防へのアプローチに非常に批判的
なものでした。報告は、政府の国防アプローチがその場
しのぎのものであり、情勢に対応していないと強く主張し
ました。安全保障上の利害関係と国防に優先順位をつ
け、その優先順位に見合った軍構成を計画する、きちん
としたプロセスを策定するよう勧告しました。経済的、社
会的、環境的な重要性にも重きを置いた、より広範な安
全保障政策の一部としての国防政策を要求しました。
　現在の政府は、1999年に政権に返り咲いた労働党政
権で、上記の「2000年以後の国防に関する調査報告」を
強く支持しています。政権誕生直後に国防政策の見直
しを行った現政権は、2000年６月、「政府の国防政策の

枠組み」（)*��+�,���
���-	�'����	��.����&����
����/）と
いう文書を発表しました。

■国防軍の再編成

　政府は、政府の政策目標に合致し、長期的に持続可
能なオプションを特定するための、広範な軍構成の見直
しを行いました。この結果、政府文書「ニュージーランドの
ニーズに合致した近代的かつ持続可能な国防軍」（0

1�����2��
	���������'����	��������1���*���)��3��

4������-	�3���	）が2001年５月に発表されました。
　再編成の主な内容は以下の通りです。
（１）統合的アプローチ：統合作戦本部の設立および三
軍本部の再構成。

（２） 軍の近代化：大隊規模で展開可能な陸軍。その基
本は、新しい装備の輸送手段と一連の新しい装備を
持った２つの軽歩兵隊。

（３）実用的な海軍：現存する２隻のフリゲート艦の維持。
しかしこれらの退役後、新たな戦闘艦は導入しない。
代わりに、海上輸送が可能で南太平洋での他の作戦
が行える多目的艦を導入する。その他に導入が予定
されているのは、民間の海上・中距離パトロールや監
視といった能力を持つパトロール艦です。

（４）空軍の任務の変更：空軍の任務変更に関する主要
な決定は、空軍戦闘機部隊を解体し、その他の老朽
化した航空機やヘリを更新・改良するというものでし
た。

（５）確かな財政基盤：財政的なコミットメントとして、給与
の増額やその後10年以上続くことになる20億ドル以
上に上る軍装備の購入費などをまかなうための予算
の微増が含まれる。

■国防政策見直しの論点
　　＝軍の有用性とリスク、コストを秤にかける

　このような防衛政策に対して、国内外に少なくない懸
念が生じていることを認識していた政府は、決定の着実
な実行のために、周到で慎重かつ時宜を得た手順でこ
れを進めました。次のような手段が講じられました。
● Ｆ１６戦闘機のリース契約の見直し
● ニュージーランドの海上監視活動に関する見な

ディック・ジェントルズ氏
略歴

○リチャード（ディック）ジェントルズ氏は、１９
９２年から２００２年の間、ニュージーランドの国
防副長官（政策・立案担当）を務めた。在任
中、同氏は、防衛政策に関するいくつかの
抜本的見直しを行った。氏が行った見直し
の中には、国民党前政権が１９９７年に発表し
た国防白書などが含まれる。近年、ジェント
ルズ氏は、現在の労働党政権による防衛政
策の策定においても重要な役割を演じた。

２０００年６月に政府が承認した新しい「国防
政策の枠組み」や、ニュージーランド国防軍
の構成・装備調達計画に関する政府方針を
概説した２００１年５月の政府声明は、氏の努
力によって生み出されたものである。
○ジェントルズ氏は、ニュージーランドの軍
事力を抜本的に検証する、数々の見直しを
先導した。空軍戦闘能力を撤廃するという
政府の決定に影響を与えた見直しもその一
つである。
○ニュージーランド国防副長官に任命され
る以前は、カナダ軍に所属しており、３２年間
の経歴の中で准将の地位を得ている。これ

までの任務には、カナダでの指揮幕僚や、Ｎ
ＡＴＯ軍としてのドイツで２期の勤務などが含
まれる。氏は、カナダ陸軍指揮幕僚学校およ
びカナダ国立防衛大学を卒業し、政治学の
学位を持つ。夫人のベスさんはニュージーラ
ンド・オークランド出身である。夫妻は現在
ニュージーランドの首都ウェリントンに住ん
でいる。
○現在、ジェントルズ氏は、ニュージーランド
社会開発省内の公共サービスの社会保障
部門で、長期的な戦略プランニングの仕事
に従事している。
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おし
● ニュージーランドの直面する安全保障上の課題
を確定する戦略的見積もり

● 外務省および通産省によるニュージーランドの安
全保障政策上の課題に関する見直し

　軍隊の構成に関して問題となるのは、国防軍の「有用
性」を、「リスク」や「コスト」とどのようにトレードオフしてい
くかということでした。ニュージーランドが直面する安全
保障上の課題は、次の２つに大きく区分されます。一つ
は、起こりうる可能性は非常に高いが、「低レベル」で重
大な危機とはならないもの。もう一つは、重大な危機であ
る「高レベル」の不慮の事態だが、予測される将来に実
際に起こる可能性は極めて低いものです。＜表１＞に示
すとおり、リスクの種類によって求められる軍事力には大
きな差があります。
　政府は、妥当な水準の防衛費で維持できないほど国
防軍が多くの能力に薄く広く手を広げすぎているという
「2000年以後の防衛に関する調査報告」の結論を強く支
持しました。政府は、維持できる能力の数を制限すること
を基軸とし、明確な優先順位を付けて行うというプロセス
を打ちたてました。
　これは、作戦の効果および財政の両方の側面にかか
わる問題でした。政府が求めたのは、有用性が高く、また
同時に費用の観点からも妥当な国防軍でした。政府は、
保健・教育など社会保障の面で意欲的な構想を実施し

ており、防衛費の大幅増加の余地はなかったのです。
　空軍戦闘部隊の見直しにおいては、まず、老朽化して
いたＡ-4スカイホークが、想定されうるどのような状況に
おいても、重要な役割を果たすことはないとみなされ、そ
の結果、戦闘機部隊の解体が決まりました。もし、この部
隊を維持するのであれば、Ａ-4スカイホークは新しい機
種であるＦ-16に交替させることになっており、これには、
およそ10億ドルの資本投資が必要でした。空軍戦闘機
部隊の解体は、防衛費を増加させずに、より優先順位の
高いニーズに資力をまわすことを可能にする選択でし
た。ニュージーランドが現在、また予見可能な将来にお
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性要必の備 費経要所

保確益権のＺＮ
太南とＺＥＥ（
）む含を洋平

高 低 低 低

動活援支和平 高 低 中 中
サのへ会社域地

スビー 高 低 低 低

の持維序秩と法
援支察警のめた 中 低 低 低

障保全安的団集 低 中 高 高
衛防のＺＮ 低 高 高 高

２００２年７月の日本でのＰＮＮＤの結成を報告し、次期国会
が始まったら、新しい議員のＰＮＮＤへの参加を促すつも
りだと述べた。鈴木氏は日本憲法の平和条項を改正しよ
うという日本の議員内の圧力について触れ、憲法の平和
精神を維持することがいかに大切かを述べた。鈴木氏は
新アジェンダ連合の行動計画の重要性を述べ、議会に
それを支持するよう働きかけると語った。

　民主党の中川正春議員は、不拡散条約の重要性と核
軍縮にむけて取るべき段階的な方策について話した。中
川氏は核兵器国への影響力を強めるために日本が国
連において他の中堅国家と一緒に働くべきだと述べ、特
に日本が新アジェンダ連合を支持すること、国会内で新
アジェンダ連合のプログラムが討議されることを奨励し
た。また、中川氏は北東アジア非核兵器地帯への支持を
表明した。

　会場からは核兵器廃絶長崎集会の実行委員会委員
長の土山秀夫氏、元国会議員の今川正美氏をはじめと
する多くの方からの質問や意見が寄せられた。

　主な話題は、劣化ウラン、未臨界実験、イラク戦争への
参戦、国連決議にたいする議員の関与、特に北朝鮮に
関係する地域安全保障への日本の関与、新アジェンダ
連合の軍縮プログラム、またＰＮＮＤと「平和市長会議」と
の関係などであった。

　中川氏はそれらへの応答の中で、米国の一方的な手

法に対してはかなりの反対があること、単独行動主義や
連合国の行動に対してこれまでにすでに非常に否定的
になっている風潮が、今や、多国間主義や国際法に向
かって変化する動きを見せていることを強調した。

　鈴木氏は、日本は核兵器開発の潜在能力を持ってい
るが、これに対しては強い反対があると述べた。また、国
会で核兵器問題に関して、特に新アジェンダの提案のよ
うな核軍縮提案に関して、もっと議論をすべきだと述べた。

　ロック氏は、米国市民は他の国々の軍縮への大胆な
取り組みを支持しており、ニュージーランドの場合では、
この支持のおかげでニュージーランドの非核状態に反
対して米国政府が通商に圧力をかけたり、政治的な反
撃をするには至らなかったと述べた。ということは、もし日
本がもっと大胆に核軍縮を進めるならば、米国市民から
の強い支持を得られるはずである。ロック氏は、議員が
政府に働きかけ、核軍縮にむけて説明責任を果たさせる
方法をあげた。その方法とは、外務大臣や軍縮大臣を招
いて外交特別委員会で報告させること、国会で質問を
すること、外務省（その他の政府各省）に対する議会によ
る調査、そしてニュージーランドで組織されたような軍縮
専門家顧問委員会の設立などである。

　ロウチ上院議員は日本がカナダのような中堅国家や
新アジェンダ連合と協力することがいかに重要であるか
を語った。そして、核の惨事を回避するために核軍縮に
向かって行動する必要があることを強調し、「今こそ、そ
の時である」と締めくくった。（訳：ピースデポ）

＜表１＞
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いて、国土を防衛するための空軍戦闘部隊を必要とす
るような軍事的な問題に直面することはないことが指摘
されました。さらにニュージーランド政府が、同国の周辺
や南太平洋内での低レベルの安全保障問題に対処す
るために、空軍戦闘機部隊を使うということはありえない
ということでした。
　安全保障環境が中期的・長期的には不確実であるこ
とから、空軍戦闘機部隊の排除に伴うリスクも認識され
ていました。しかし、ニュージーランドをとりまく環境から
考えて、このような重大な脅威は、過去にそうであったよ
うに、多国間の枠組みの一端としては想定可能です。し
かし、そのような状況においては、それぞれの国が「自分
たちにできること」で貢献すればよいのです。
　ニュージーランドのような小国に期待されるのは、全面
的な軍事力の保有ではなく、適切で、よく訓練され、装備
がきちんとした軍隊による貢献です。きちんと維持管理
できないほどの広範囲の軍事力を保持するということ
は、ニュージーランドのみならず他の同盟国の国益にも
合致しないでしょう。政府は、空軍戦闘機部隊の維持が
その場合に当てはまると判断したのです。
　また、軍構成に関する決定は、政府の安全保障問題
への包括的なアプローチを反映したものです。効果、費
用、他の分野の政策との適合性などから、軍隊の有用性
を他の政策手段と比較した上で評価するということがそ
こに含まれます。＜表２＞はこのアプローチをまとめたも
のです。

■軍備管理と国際協調で安全を手にする

　これまで常に、ニュージーランドは、軍備管理と軍縮を
強く支持してきました。核兵器の保有および使用に反対
を唱える指導的役割を担ってきたのみならず、通常兵器
の軍備管理にも積極的に取り組んできました。この方針
が、いろいろな形で国防政策に反映されています。地雷
禁止条約など国連による軍備管理条約への支持がそ
の一つです。他には、南太平洋においてはとりわけ重要
な問題となっている小型武器の拡散防止における役割
があります。
　軍備管理アプローチは、政府によって軍に課せられた
他の任務の中でも明白に現れています。一つの例とし
て、フランスの核爆発実験に対する抗議のために仏領

ポリネシアに向けて出航した民間の船団の護衛をしたこ
とがあげられます。ニュージーランドの国連派遣団への
貢献は、軍備管理ということと強く結びついています。一
つの例が、イラクでの国連監視検証査察委員会チーム
への人員の派遣です。ニュージーランドは地雷撤去に関
する専門技術を持っており、地雷撤去が任務に含まれる
国連活動のほとんどにおいて派遣が要請されています。
　80年代に非核法を制定した主な理由は、冷戦時代に、
核武装した同盟国との結びつきを理由にニュージーラン
ドが潜在的な標的と見られることを避けるためでした。
ニュージーランドは、他国に対する攻撃的な行動を開始
できるほどの強力な軍事力を保有したことはありません。
　近隣の太平洋の小国に対するニュージーランドの非
攻撃的な姿勢は、南太平洋フォーラムでのつながりで強
化された友好的関係と支援政策によって明示されていま
す。南太平洋でのニュージーランド軍の展開は、不法操
業の発見のために排他的経済水域の巡視の実施など、
これらの国家の主権保護を援助するよう策定されていま
す。また一方で、この地域内での平和維持活動に従事す
る場合には、太平洋諸国からの派遣団を含めることで信
頼醸成を図っています。
　第２次世界大戦後、ニュージーランドの国防政策は、私
たちの運命に関する２つのまったく異なったビジョンの間
を揺れ動いてきました。
　一つは、ニュージーランドとその国益に保護の傘を提
供する力を持つ大国と同盟を結ぶことが、ニュージーラ
ンドの安全保障にとっての最良の道であるとの考え方で
す。
　このビジョンのもとで、私たちはSEATOなどの米国主導
の試みに参加し、ANZUS条約に加入しました。このビジョ
ンによれば、発展した西洋諸国の一部であるニュージー
ランドの運命は、米国や西側欧州諸国と手を結んで安全
保障問題を共有するということになります。
　もう一つのビジョンは、世界の主要な安全保障問題か
ら遠く離れた南太平洋の小国であるという、ニュージーラ
ンドの地政学的現実に根付いたものです。私たちの国か
ら遥か遠くで起こっている安全保障問題に対処すること
を主要な目的として組織された同盟関係は、私たちの安
全保障における利益とは相反するものであると考えられ
ています。同盟関係が存在するために、かえって安全保
障上の諸問題に巻き込まれることになります。
　このビジョンによれば、ニュージーランドの運命は、自国
の安全保障問題に対処し、かつ近隣諸国の安全維持に
おいて意味のある役割を担う、南太平洋の一国というも
のです。小国であるゆえに、国外における私たちの権益
は、多国間主義を通じて対処されることが最良の方法と
なります。国際的な安全保障を管理する国連の役割を積
極的に支持することがその中心となります。このビジョン
はまた、経済・社会的側面や、外交、開発援助、軍備管
理・軍縮支援政策、非核地帯イニシアティブなど、軍事力
によらない政策手段を選択を考慮するなど、安全保障と
いうものをより広い観点で見ています。
　現在の国防政策は、後者の視点により近いものとなっ
ています。このように、過去の政府が行っていた政策に回

択選のルーツ策政るす対に題問障保全安 択選のルーツ策政るす対に題問障保全安 択選のルーツ策政るす対に題問障保全安 択選のルーツ策政るす対に題問障保全安 択選のルーツ策政るす対に題問障保全安

ルーツ策政
果効 策政交外

響影のへ
策政内国
響影のへ 用費

的法療症対 的本抜

隊軍 ○ はたま○ ○ △ 高

交外 ○ ○ ○ ○ 低
理管備軍 ○ ○ ○ 低

助援発開 ○ ○ ○ ○ 中
他のそ、易貿
りがなつの ○ ○ ○ 低×

×

または×

＜表２＞
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帰していることから、「転換」と言い切れるものではないで
しょう。しかし、現政権のアプローチには、「転換」と呼ぶに
ふさわしい重要な要素がいくつか見られます。一つの要
素は、重大であるが「起こる可能性の極めて低い」安全
保障上の課題のために軍事力を持つことと、「起こる可
能性の非常に高い」安全保障上の問題について「高い
有用性」を持つ軍隊をデザインするという２つを、トレード
オフ関係にするという現政権のアプローチです。伝統的
には、軍隊というものは、脅威分析に基づいた「最悪のシ
ナリオ」を想定して組み立てられるものですが、もはやそ
ういう考えには立たないということです。
　現在の政府は、喫緊に求められる役割を果たすようデ
ザインされた軍隊を選びました。過去の国家間の大規模
戦争というパターンに思考が慣れている人 は々、これか
ら先の安全保障環境が不確実であること理由に、このア
プローチを危険視するでしょう。別の人 は々、民主主義と
グローバリゼーションの拡大が国家間における戦争の可
能性を低くしているポスト冷戦時代においては、このアプ
ローチを現実的なものと判断するでしょう。どちらの見方
が正しいのか、時が答えを出すでしょう。

■日本への教訓＝「包括的アプローチ」の重要性

　ニュージーランドと日本の安全保障環境は非常に異
なります。南太平洋に浮かぶ小国ニュージーランドは、安
全保障における深刻な脅威に直面していません。一方、
日本はさまざまな意味で大国です。日本は、世界の大国
の利害関係が交差する北東アジアに位置し、国際社会
が直面している最も危険な安全保障問題と見られてい
る台湾、北朝鮮問題に直接的な影響を受けます。
　しかし、国防・安全保障問題に関し、日本とニュージー
ランドにいくつかの共通項を見つけ出すことができます。
一つの明白な例が、私たちの核兵器に関する考え方と
廃絶促進に向けての協力姿勢です。私たちはまた、通常
兵器の軍備管理問題や紛争の平和的解決に関しても共
通の見解を持っています。私たちはともに、安全保障問
題に対処するための多国間アプローチと国連の活動を
支持しています。ニュージーランドは、日本が国連平和
維持活動においてより大きな役割を果たしていることを
歓迎しています。そして、これを日本とニュージーランド
人が国際的な平和と安全の追求でともに働く好機として
とらえています。
　日本でも検討に値すると思われる一つのアプローチ
が、より広い安全保障の観点に基づき、よく考えられた政
策目標にしっかりと根付いた「シナリオに基づく計画（シ
ナリオ・ベース・プランニング）」です。これは、状況に対処
するための最良の手段および自衛隊、外交交渉、開発
援助などの政策ツールを決定する上での合理的な基盤
となります。これに関連して、軍備管理と軍縮により有効
なツールとしての役割が与えられ、政策決定における存
在感を増すかもしれません。
　現実的な観点から、上記の教訓に、安全保障問題に
おける「一つの政府」アプローチを組み合わせることに
よって、政府のサービスの効率や有用性を高めることが

できるのではないでしょうか。ニュージーランドのように、
コスト高のサービスの重複や沢山の部門に分かれた構
造から生じる非効率性を回避しつつ、自衛隊により多く
の有用性を与えることもできます。　
　私が考える最も重要な側面は、安全保障に関する政
策決定において「包括的」アプローチをとることです。も
し、国防と軍の側面のみで安全保障を考えるならば、国
防と軍の問題点とその解決策しか見つけることができな
いでしょう。そのようなアプローチは、ほとんどの場合に対
症療法にしかならず、根本的な問題の解決とはならない
のです。
　北朝鮮の核兵器とミサイルのことを考えてみましょう。
当然のことのようにミサイル防衛の盾を作るという議論が
おこっています。しかし、北朝鮮のミサイルを無効にしよ
うする行為そのものが、北朝鮮がさらに多くの、より高い
性能を持ったミサイルを開発・配備するという結果を招き
かねません。あとには古典的な軍備競争が続くのみで
す。なぜ北朝鮮がミサイルを開発・配備を最初の時点で
考えたのか、その理由を探すことによって、根本的な問
題の解決策を探し出すことができるかもしれません。ミサ
イル防衛システムそのものは持続可能な解決策ではな
いということです。
　安全保障問題への「包括的」アプローチは、「人間の
安全保障」の概念を発展させる機会を提供します。今年
５月、人間の安全保障委員会が国連事務総長に提出し
た報告で指摘されているように、紛争と欠乏は深く結び
ついています。毎年8万人以上の人々が暴力によって命
を落とします。28億人にも上る人々が貧困、病苦、無教育
などの苦しみを受けているという事実がその背景にあり
ます。国家はそこに住む人々のためにあり、その敵対物
ではない、とコフィ・アナンは言っています。人間の安全
保障はこのような認識に基づいています。

■おわりに

　「包括的」アプローチをとることは、日本への重要な教
訓の一つとなります。安全保障とは、軍事面における脅威
から自国を守ることだけではないということを認識する必
要があります。「包括的」アプローチは、安全保障の課題
をより広い視野で捉えること、そして経済・社会・環境と
いった安全保障における他の課題と軍事的課題のバラ
ンスをとることを可能にします。
　日本でそのようなアプローチがとられれば、「人間の安
全保障」の概念がさらに促進されることになるでしょう。こ
れは、日本の安全保障を促進するだけではなく、国際的
な安全保障に対する日本からの大きな貢献となるでしょ
う。これは日本の憲法で描かれた日本のあるべき姿と合
致すると考えられます。●Ｍ
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　日本がアメリカに追随して、自衛隊をイラクに派遣しよ
うとしている今、 私のような普通の市民一人一人が声
をあげて、素朴な平和への願いを訴えることが大事だと
思っています。一人一人が、日本が武力によって立つの
ではなく、憲法によって立つ国であることを、素朴に求め
ることが必要なのです。
　「武力でいのちは守れない」ということを、沖縄の歴史
から学びました。沖縄戦の末期に、住民たちはガマと呼
ばれる洞窟に逃げ込みました。その際、日本軍のいない
シクムガマに逃げ込んだ人 は々、米軍が攻めてきたとき
に降伏し、全員が助かりました。一方で、 元軍人らがい
たチビチリガマでは、米軍に抵抗するように言われ、結
果として全員が殺されました。渡嘉敷島などでは、軍人
が住民に集団自決を迫りました。軍隊は住民を守りませ
ん。満州の例もそうです。
　有事法制をめぐる最近の論議でも、自衛隊は敵と戦う
ことが任務だから、住民を守るものではない、住民を守る
のは自治体の役目だということが公言されています。有
事法制のもとでは、思想・信教は制限する、いざとなった
ら全員が協力するんだ、ということを昨年７月に福田官
房長官が明言しました。つまり、私たちの「人殺しに協力
したくない」という素朴な願い、人間らしさが奪われると
いうことになります。私は、武力では戦争の抑止にならな
いと考えます。外から攻めてくる敵から国を守ることが安
全保障であるという考え方は、確かに冷戦時代は有効

だったかもしれません。しかし、冷戦の終結以後、世界の
各地で紛争が起こっています。特に、９．１１以後、状況は
大きく変化しています。世界の市民が怯えているのは、起
こる場所も時も予想できず、外交交渉によって防ぐことが
できないテロです。米国による、アフガニスタンやイラクへ
の攻撃は、何の根本的解決にもなっていません。テロはま
すます激化しています。私は人を無差別に攻撃するテロ
を認めることはできません。しかし、テロは差別のあるとこ
ろ、抑圧されたところに噴出していると考えています。私
はパレスチナに何度も行き、悲惨な状況を目の当たりにし
ました。世界に富や軍事力の不公平がある限り、それに
苦しむ人たちは必死の覚悟でテロを行うでしょう。いかな
る強大な軍隊もテロを根絶することはできないでしょう。
それでは、命を守るものは何でしょうか。
　今、私は「人間の安全保障」というものに非常に興味を
持っています。グローバリゼーションの結果、貧富の格差
が増大し、不平等が広がっています。不平等や格差をな
くすことが、その社会の安全を保障することになっていく
でしょう。人間の命を守るためには、世界の人々が、国を
超えて、一人一人を大事にする社会を求めていかなけれ
ばなりません。アナン国連事務総長は、人 は々「欠乏から
の自由」と「恐怖からの自由」を享受すべきであると語っ
ています。国家の安全保障ではなく、人間の安全保障へ
と転換する時期なのです。
　２００２年度、テロ組織などとの戦いに２０００億ドルが費や
されたのに対し、エイズ対策には10億ドル、200分の１しか
充てられませんでした。軍事費は最大の浪費です。 昨
年の世界の軍事費7940億ドルに比べて、最貧41カ国の
債務総額は1690億ドルでした。軍事費の３分の１以下で
す。最貧国の人々の命を救う代わりに、巨額の軍事費が
使われたのです。日本の憲法９条と前文は、いまの国際
社会のモデルだと思っています。ですが、今の日本の状
況はそれにまったく反するものです。非核のために努力を
する、武力によらない平和のために努力をする。このこと
が、30年後、50年後に、歴史によって評価されるのではな
いでしょうか。

　言うまでもなく、日本国憲法は、戦争放棄、陸海空軍の
不保持、交戦権の禁止を規定していて、国家正当防衛
権の軍事力の保持および行使を禁じています。憲法制
定議会で、当時の吉田茂首相は、自衛戦争可能論を唱
える共産党の野坂参三議員の質問にこう答えています。

鈴木伶子日本キリスト教協議会議長

自衛隊を「構造的に
非攻撃的な」自衛力
に転換しよう
•@•@•@•@•@•@•@•@•@

「野坂議員は国家正当防衛権による戦争は正当なり、と
せらるるようであるが、私はかくのごときを認めることが有
害であると思うのであります。近年の戦争は多く国家防衛
権の名において行われたることは顕著なる事実でありま
す。ゆえに、正当防衛権を認めることがたまたま戦争を誘
発するゆえんであると思うのであります」。
　吉田がここで述べた日本の将来の安全保障とは、国
連による集団的安全保障を前提にする方向性でした。そ
れは憲法前文と合致する共通の安全保障ないし協調的
安全保障政策でありました。前文に続くすべてのメッセー
ジは、今日語られる人間の安全保障を予告しています。
したがって日本の防衛政策は国連による集団安全保障
体制の確立に向けて策定されなければならず、小泉首
相が言うような、アメリカによる海外派兵の要請に、憲法
前文を根拠として使うのは明らかに誤っています。
　このように、今日私たちが見ている日本の防衛政策と

前田哲男東京国際大学教授

武力では
平和と命は
守れない

●Ｍ
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は、憲法から導かれたものではなく、そのあと結ばれた日
米安保条約のもとで、アメリカの軍事政策に従属して生
まれたものであり、それが以後、日本の防衛政策の歴史
と現状を刻んできたのだと理解できます。事実、1951年以
降、安保の論議が日本の防衛政策を規定し決定してき
ました。冷戦期にあっては、反共・西側の一員、冷戦後の
おいては単独行動主義と先制攻撃論への加担、という
立場です。
　歴史を注意深く検討すると、憲法の規範作用が防衛
政策の形成過程に残した痕跡を確認できます。例えば、
1950年代に示された、国防の基本方針、自衛権発動の
三要件がそれであり、そのもとで作られたいくつかの原
則－非核三原則、武器輸出三原則、海外派兵禁止、集
団的自衛権の不保持・不行使、原子力の平和利用、宇
宙開発の目的限定－がそうです。これらは安保同盟の
暴れ馬を憲法が制御し、少なくとも振り落とされない程に
制御した一定の成果だと言っていいでしょう。しかし、そ
れらは９．１１以降の新たな状況のもとで、今すべて消滅寸
前の状況にあります。専守防衛政策もその一つです。な
し崩しに崩されるのにまかせるか、なお再構築の可能性
があるか、いまそれが問われています。

「専守防衛」と「基盤的防衛力」

　専守防衛という言葉が最初に登場したのは、1970年
の第１回防衛白書でした。そこでは、以下のように定義づ
けられています。「わが国の防衛は、専守防衛を本旨と
する。専守防衛の防衛力はわが国に対する侵略があっ
た場合に国の固有の権利である自衛権の発動により、戦
略守勢に徹し、わが国の独立と平和を守るためのもので
ある。したがって防衛力の大きさおよびいかなる兵器で
装備するかという防衛力の質、侵略に対処する場合、い
かなる行動をするかという行動の対処等、すべて自衛の
範囲に限られている。すなわち、専守防衛は憲法を守り、
国土防衛に徹するという考え方である。」白書は同時に、
「自衛のため必要かつ相当のもの」「他国に攻撃的な脅
威を与えないもの」を防衛力の限界として、保有が禁止
される武器の例示も行いました。
　これら記述および発言とともに注目すべきは、専守防
衛という概念が７０年前半の装備調達計画や防衛計画に
は実態的に影響を及ぼしていたということです。一例とし
て、71年に配備開始された主力戦闘機Ｆ4Ｅファントムは
純防衛的見地から核装備、爆撃装置、空中給油装置を
取り外して導入されました。
　1976年に策定され、最初の防衛計画大綱の基礎と
なった「基盤的防衛力構想」も専守防衛と現実政策の接
点を考える上で重要だと思います。「基盤的防衛力構
想」とは、従来の「脅威大綱論」すなわち日本に対し侵略
を行う能力のある国を脅威とみなし、それに対抗しうる防
衛力を建設する、いわゆる最悪シナリオ・最大対処の所
要防衛力構想を否定し、脅威の量だけを考えて防衛力
の量を算定するのではなく、平時において十分な警戒態
勢を採りうるという観点から防衛力の量を追求する考え
方です。この防衛力構想は日米安保体制堅持、また、核

の傘に依存するという政策を前提としている点で、自立
性を欠くものでした。とはいえ、明治以降、はじめて文民
によって防衛構想がつくられた、その点において、さらに、
専守防衛を基盤的防衛構想の要の位置においた点で
画期的なものであったといえます。

危機に立つ「専守防衛」

　専守防衛は、70年代まで、政策の中心や装備の徹底
思想にある程度みることができましたが、80年以降、崩壊
に至っていきます。第１に、78年の日米ガイドラインにおい
て日米防衛協力の分野に日本以外の極東における事
態における協力が設定されたこと。第２に、79年のソ連の
アフガニスタン侵攻を受けて、ソ連脅威論の高まりが
あったこと。第３に、80年代中期以降、中曽根内閣によっ
て推進されたシーレーン防衛政策がありました。そして
現在、第４の波、北朝鮮の脅威と海外派兵が押し寄せて
います。その勢いは97年の新ガイドライン以降、５つの自
衛隊海外派遣法が制定されたことに現れています。これ
らの５法案はどこからみても専守でも防衛でもありません。
最新版の防衛白書は、専守防衛に関する記述を残して
いるものの、70年白書と比べると定義が幅広くなり、また
保有できない兵器についての記述もあいまい漠然とした
ものになりました。その上に、今年石破防衛庁長官の北
朝鮮のミサイル基地を先制攻撃できるという先制自衛権
発言がなされたのです。来年の防衛白書から専守防衛
という言葉は消えるかもしれません。
　専守防衛、基盤的防衛力を自衛隊の任務編成はもと
より、装備兵器にまで明確に反映させることが必要です。
自衛隊を構造的に非攻撃的な組織に転換させることが
できれば、日本にふさわしい、憲法とも釣り合う安全保障
政策が現実的な基盤を持ちうるでしょう。地理的・歴史的
に見ても、日本ほど専守防衛に適している国家はないと
思います。強大な海軍力と遠征力を保有し、かつ日本占
領の意図を明確にする国以外、日本への侵攻を想定し
得ない位置にあります。日本史の検証からも同じ結論が
得られます。日本が反対に専守防衛を捨てて好戦的な
国防政策をとったとき、悲惨な結末になったことも歴史は
明らかにしています。
　ならば専守防衛でテポドンの脅威を防げるか、と問う
人がいるかもしれません。北朝鮮と日本の間に緊張関係
があるのは確かだとしても、北朝鮮に日本占領の意図も
能力もないことも明白です。攻撃を受ける可能性がある
とすれば、アメリカと北朝鮮の戦争が再発し、日本が米
軍の作戦発信基地になる、それ以外は皆無です。それを
食い止めるのが安全保障政策であり、外交であり、可能
性と現実性を混同して描くのは煽動政治以外の何者で
もありません。虚像のテポドンにうろたえて専守防衛とい
うわが身の丈にあった政策を捨てるのではなく、だからこ
そ自衛隊を構造的に非攻撃的な自衛力に転換させる、
目に見える専守防衛として徹底させるほうが、現実的だ
ろうと思います。それは日本の地理と歴史、同時に近現
代史の教訓にもかなった方策であろうと思います。●Ｍ
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 ■非難で迎えられた有事三法

　今年6月6日、日本の国会で成立した有事三法は近
隣諸国からの、鋭い批判によって迎えられました。6月6
日の新華社通信は、「専守防衛政策の堅持が日本の長
期的利益となり、アジア太平洋地域の安定と平和に利
する」という副報道局長の談話を発表。また新華社の
解説記事はより強い調子で、「事実上の戦時立法であ
り、平和憲法の精神に背いた」と批判しました。一方、韓
国の与党千年民主党は「憤怒と驚愕を禁じ得ない。日
本は周辺国を侵略し多大な歴史を過去の歴史を完全

に解決していない状況で、再び周辺国を刺激している」
と非難しました。韓国の野党・ハンナラ党も「専守防衛の
枠が廃棄され＜国家総動員令＞が可能になる事実上の
＜戦争準備法＞というしかない」と指摘しました。有事三
法という日本の新しい法的枠組みは、「一国の安全保障
は他国の安全保障を損ねないやり方で達成されなければ
ならない」と言う国連憲章の原則に反するものとして、周辺
諸国から拒絶されたのです。近隣諸国が、警戒と非難の
根拠として「専守防衛の放棄」をあげていることに注目す
るべきでしょう。実際、有事三法には、この原則は一切明記
されていません。近隣諸国が、この事実の中に、日本が
「攻撃的で能動的な防衛戦略」へと転進しようとする政治
的意志を読み取ったとしても、それは十分に頷けることで
す。

■「シナリオ」なき過剰戦力＝自衛隊

　日本の防衛計画は、現在そして近い未来に起こりうる、
どのような「緊急事態のシナリオ」にも基礎をおいていませ
ん。そのかわりに「基盤的防衛力」という概念を基礎として
軍事力の構成を含む防衛政策が立案されているのは、前
田哲男さんが指摘したとおりです。前田さんが述べたよう
に、「基盤的防衛力」は、冷戦下においては際限なき軍備

【定義】
○わが国の防衛は、専守防衛を本旨とする。
専守防衛の防衛力はわが国に対する侵略
があった場合に国の固有の権利である自衛
権の発動により、戦略守勢に徹し、わが国の
独立と 平和を守るためのものである。した
がって防衛力の大きさおよびいかなる兵器
で装備するかという防衛力の質、侵略に対
処する場合、いかなる行動をするかという行
動の対処等、すべて自衛の範囲に限られて
いる。すなわち、専守防衛は憲法を守り、国
土防衛に徹するという考え方である。（1970
年・第1回「防衛白書」）
○専守防衛とは、相手から攻撃を受けたとき
初めて防衛力を行使し、その防衛力行使の
態様も自衛のための必要最小限のものに限
られるなど、憲法の精神にのっとった受動的
な防衛戦略の姿勢をいうものです。（2003年
版防衛白書）

【装備】
「他国に、侵略的な脅威を与える兵器は持て
ない」（1970年）

○わが国の防衛力は、自衛のためのもので
あるから、その規模は自衛のため必要かつ
相当のものでなければならない。それが具
体的にいかなる程度の防衛力を意味するか
は、その時の情勢、科学技術の発展等の諸
条件によって一概にいえないが、いずれにし
ても他国に侵略的な脅威を与えるようなも
の、例えば、B52のような長距離爆撃機、ICBM
（大陸間弾道弾）等を保有することはできな
い。（1970年・第1回防衛白書）
「攻撃的な脅威を与える兵器は持てない」
（1976年）
○わが国の防衛力は、防衛に徹する専守防
衛のものでなければならない。これによって
例えば、他国に攻撃的な脅威を与えるような
長中距離弾道弾（ICBM、IRBM）、攻撃型航空
母艦、長距離爆撃機等の保有や武力行使
の目的をもって武装した部隊を他国の領域
に派遣するいわゆる海外派兵は、憲法上認
められる自衛力の範囲を超えるものと考えら
れる。（1976年・第２回防衛白書）
「壊滅的破壊のためにのみ用いられる兵器
は持てない」（1978年）
○防衛力を構成する個々の兵器について
も、常に専守防衛に必要範囲内において選
定し、採用することとされており、したがって、
性能上専ら他国の国土の潰滅的破壊のた
めにのみ用いられる兵器－その例として従
来からＩＣＢＭ、長距離爆撃機などが挙げられ
ている－はいかなる場合にもこれを保有する
ことができない。（1978年版防衛白書）

【地理と状況】
○専守防衛ないし専守防御というのは、防
衛上の必要からも相手の基地を攻撃するこ
となく、もっぱらわが国土及びその周辺にお
いて防衛を行うということでございまして、こ
れはわが国防衛の基本的な方針であり、こ
れを変えるということは全くありません。（1972
年 10月31日衆議院本会議・田中角栄内閣
総理大臣）
 ○わが国が自衛権の行使としてわが国を
防御するため必要最小限度の実力を行使
することのできる地理的範囲は、必ずしもわ
が国の領土、領海、領空に限られるものでは
ないことについては、政府が従来から一貫し
て明らかにしているところであるが、それが、
具体的にどこまで及ぶかは個 の々状況に応
じて異なるので、一概にいえない。（1981年4
月17日・楢崎弥之助議員に対する政府答弁
書）
○（前略）たとえば誘導弾等による攻撃を防
御するのに、他に手段がないと認められる限
り、誘導弾等の基地をたたくことは、法律的に
は自衛の範囲に含まれ、可能であるというべ
きものと思います。（1956年2月29日内閣委
員会・船田中防衛庁長官）
○（前略）座して死を待つわけにはいかぬ
と。はっきりと侵略の意図がある。組織的、計
画的意図がある、それをまず日本国民が被
害を受けるまで、それがわかっていながら何
もしないわけにはいかぬだろうと（後略）
（2003年5月20日武力事態特別委・小泉純
一郎内閣総理大臣）

専専専専専守守守守守防防防防防衛衛衛衛衛をををををめめめめめぐぐぐぐぐるるるるる
政政政政政府府府府府見見見見見解解解解解ととととと
国会答弁国会答弁国会答弁国会答弁国会答弁

資料

田巻一彦 ピースデポ副代表

米軍が駐留する
限り「専守防衛」に
はなれない



17１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 核兵器・核実験モニター 第２００号 ２００３年１２月１５日

拡張に歯止めをかける「キャップ」として機能していたか
もしれません。しかし、冷戦終結後の時代状況の中では、
それは現状固定化の道具とされ、軍縮議論をさまたげ、
結果自衛隊の過剰戦力を合理化しています。「武力攻
撃事態法」の条文から読み取ることのできるシナリオは、
「敵の大部隊が日本に上陸し、国土が戦場になる」という
ものです。しかし、今日の東北アジアの状況から見て、そ
のようなカタストロフは非現実的であると誰もが考えてい
ます。

■最大の問題は在日米軍

　専守防衛の観点から日本の防衛政策を評価するとき、
むしろ問題となるのは、在日米軍の存在です。在日米軍
は、日本の防衛を超えた、超地域的な任務をおびた太平
洋軍の一部です。1995年に米国防総省が作成した「日
米安全保障関係に関する報告書」はこれらの部隊と在
日米軍 基地の役割りを次のように描いています。 「日
本国内の陸・海・空軍及び海兵隊基地は、アジア太平洋
における米国防衛の最前線を支えている。これらの軍隊
は、ペルシャ湾にまで至る広大な範囲の局地的、地域
的、さらには超地域的な緊急事態に備えている」 。在日
米軍は、他国の攻撃能力を圧倒的に上回る、重武装の

攻撃的機動部隊として日本に駐留しています。事実、湾
岸戦争やアフガン戦争、イラク戦争には横須賀の空母機
動部隊が出撃ました。それだけでなく、空母機動部隊を
エスコートし燃料補給の任務を果たすために、日本の海
上自衛隊のタンカーや護衛艦が行動をともにしました。
在日米軍は、それ自体が専守防衛と対極にある攻撃的
軍隊であると同時に、自衛隊を専守防衛の枠組みの外
へと引きずり出す作用を果たしているのです。

■自衛隊縮小と米軍駐留の削減が課題

　自衛隊の戦力構成は量的には過大であるものの、基
本的には専守防衛志向の受動的な防衛体制のために
デザインされています。しかし、在日米軍の機動性の高
い攻撃的戦力と一体となった時、攻撃的な戦力に変わり
うる。だから、日本の防衛政策を真正な意味での専守防
衛へと転換するためには、過剰戦力の縮小を柱とする自
衛隊の再編と、在日米軍の前方配備の縮小・廃止という
二つのプロセスが必要になります。この包括的軍縮プロ
セスは、核兵器の北東アジアからの撤去プロセスと、位
相をそろえて進める必要があります。北東アジアの「非核
地帯化」と、「専守防衛地帯化」は、ひとつの頂点を目指
す二つの登山道なのです。

日  誌
２００３.１１.６～１２.５

沖縄
●１１月６日　米海軍パールパーバー基地所属の
原潜コロンブス、勝連町ＷＢに寄港。同日、出港。
●１１月６日　米海軍の新型ソナー問題で、外務
省が米側に要請していた日米両政府の第１回協
議が開催される。
●１１月７日　新垣知事公室長、県議会決算特別
委で、基地監視カメラ設置の必要性について「国
が取り組むべき」と発言。
●１１月１２日　嘉手納基地で、着陸した米空母キ
ティホーク所属の対潜作戦機Ｓ３から燃料とみられ
る液体の漏れが目撃される。
●１１月１３日　那覇防衛施設局、キャンプ桑江北
側跡地の土壌調査の結果を発表。基準値超の特
定有害物質等が検出されたことが判明。
●１１月１３日　日米合同委員会、ＳＡＣＯ最終報告
に盛り込まれた瀬名波通信基地の返還につい
て、移設先のトリイ基地内の工事実施に合意。
●１１月１３日　対潜作戦機Ｓ３、嘉手納基地で、機
体の先端部分に給油用部品を装着したまま離陸
したのが目撃される。
●１１月１６日　来沖のラムズフェルド米国防長官、
稲嶺知事と会談。知事は普天間基地の早期返還
など要請。
●１１月１６日　米パールハーバー基地所属の攻
撃型原潜サンタフェ、ＷＢに寄港。同日、出港。
●１１月１７日　普天間代替予定地調査進める那
覇防衛施設局、ボーイング地質調査と海象調査
の海域使用のための公共用財産使用協議書を
県に提出。

●１１月６日　北朝鮮外務省スポークスマン、ＫＥＤ
Ｏ非公式理事会による軽水炉一時停止の合意を
受け、米国とＫＥＤＯに対し損失の補償を要求。
●１１月７日　ＣＩＡが議会に提出した質問回答書
の中で、「北朝鮮が核爆発実験を行わずに１個か
ら２個の核兵器を生産した」との見方を示したと明
らかに。共同通信。
●１１月９日付　防衛庁、８日までに、イラクへ派遣
予定のＣ１３０輸送機に対ミサイル装備などテロ攻
撃に備えた改修工事を開始。
●１１月９日　第４３回衆院議員選挙投開票。
●１１月１０日　イランＩＡＥＡ駐在代表、エルバラダ
イ事務局長に対し、ウランの濃縮プロセスを１１日
から停止と伝達。
●１１月１２日　イランが７０年代から核物質を用い
たウラン転換・濃縮など多数の実験を未申告のま
ま進めていたことがＩＡＥＡ報告書で明らかに。
●１１月１３日　米空母「キティホーク」の新たな艦
載機として、Ｆ１４戦闘攻撃機に代わる新鋭機「ＦＡ
１８Ｆスーパーホーネット」４機が、厚木基地に到着。
●１１月１４日　小泉首相、来日したラムズフェルド
米国防長官と会談。日本の貢献について「日本と
してできるだけのことをやる」。
●１１月１５日　川口外相、石破防衛庁長官、ラム
ズフェルド米国防長官と相次いで会談。
●１１月１８日付　北朝鮮への「安全の保証」で、中
国が米国に対し、米の不可侵表明の上、残る４カ
国が「証人」として文書調印に加わる方式を提案
していたことが明らかに。
●１１月２１日　ＫＥＤＯ、北朝鮮・琴湖地区で進め
てきた軽水炉建設を１２月１日から１年間一時的に
停止することを正式に発表。

●１１月２１日　政府、日本が武力攻撃を受けた有
事の際の住民避難などの仕組みを定めた国民保
護法案の要旨を了承。
●１１月２１日　長島逗子市長、山中防衛施設庁長
官に対し池子米軍住宅地区の横浜市域への住
宅追加建設計画の白紙撤回をあらためて要求。
●１１月２２日　米大統領、０４会計年米国軍事建設
歳出法に署名、同法は成立。（本号参照）　
●１１月２２日　第２回「核兵器廃絶－地球市民集
会ナガサキ」、長崎市で開幕。２４日、「長崎アピー
ル２００３」を採択し閉会。
●１１月２４日　ブッシュ米大統領、小型核の研究
開発を禁じた「スプラット･ファース条項」の廃止な
ど盛り込んだ０４会計年度国防認可法に署名、同
法は成立。（本号参照）
●１１月２５日　ブッシュ米大統領、国内外に展開
の米軍部隊や基地の見直しに向け、１２月上旬か
ら日本、韓国やＮＡＴＯ諸国など同盟国と本格的
協議に臨むとの声明を発表。（本号参照）
●１１月２６日　ロシア国軍のバルエフスキー参謀
第一次長、米国の小型核解禁を受け、「ロシアは
戦略核兵力の開発を修正する必要がある」。
●１１月２６日　ＩＡＥＡ定例理事会、イランの協力を
歓迎はするものの、過去の未申告のウラン濃縮や
プルトニウム抽出を強く非難する決議を全会一致
で採択。
●１１月２９日　宇宙航空開発機構、北朝鮮の軍事
拠点などを偵察する情報収集衛星２基を積んだＨ
２Ａロケット６号機の種子島宇宙センターからの打
ち上げに失敗。
●１２月１日　ブッシュ米大統領、「強力地中貫通
型核」の研究予算など盛り込んだエネルギー省関
連歳出法案に署名、成立。

●１１月３０日　イラク北部ティクリット近郊で、日本
人外交官２人が殺害される。
●１２月３日　ファイス米国防次官、ワシントン市内
の講演で、東アジアの米軍体制に関し「数はもは
や米国の関与を示す目安ではなくなった」。
●１２月３日　中国政府、核やミサイル技術などの
管理体制を強調した、初めての「大量破壊兵器拡
散防止白書」を発表。

作成：中原聖乃、中村桂子

１８ページ下段へつづく��

ＣＩＡ＝米中央情報局／ＩＡＥＡ＝国際原子力
機関／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エネルギー開発機
構／ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構／ＰＣＢ＝ポ
リ塩化ビフェニール／ＳＡＣＯ＝沖縄に関する
特別行動委員会／ＷＢ＝ホワイトビーチ

●Ｍ
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳
絢子、大澤一枝、黒崎輝、田巻一彦、津留佐和子、中村
和子、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願い
ます。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読
（年６，０００円）の更新をお願いします。●メッセージなし：贈呈
いたしますが、入会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
新サービスとして『モニター』電子版のメール配信を開始しました。料金体系は変わりません。詳しくは、ウェブサイトの入会案内の
ページをご覧ください。また、従来どおり紙でも受取れます。会員には、『モニター』と『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報の
利用等に優遇されます。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

　「働き盛りで家族を残したまま、非道に
斃れた奥大使と井ノ上書記官の尊い犠
牲を忘れることはできません。イラクの復
興とイラクの人 に々対する支援を、国際
社会とともに進めていこうではありません
か。そのことが世界の平和と安定につな
がることになるのです」。12月9日、小泉
首相は「イラク特措法に基づく対応措置
に関する基本計画」発表にあたっての
談話をこのように結んだ
　今、「死者を忘れない」という首相の言
葉は、「死者につづけ」という号令のよう
にさえ聞こえる。言うまでもなく、自衛隊
派遣は復興支援の要請から引き出され
る唯一の答えではない。政府の「基本計
画」にも「イラク復興支援職員」として文
民の派遣が盛りこまれている。平和憲法
を持つ日本であるならば、占領軍と一線
を画した文民を中心とした支援活動を、
どの国よりもすみやかに、力強く推進する
べきであった。しかし、肝心の「どのような
支援か」という議論はどこかに消え、米
国からの要請を受けた「自衛隊派遣」か
ら議論が始まっている現状は、「理念不
在の外交」、いやむしろ「外交それ自体

の不在」とよぶべきものだ。
　このような現状を、誰よりも憂えている
のは、自衛官とその家族だろう。自衛官か
ら聞こえる声の多くは「任務だから、命令
だから仕方がない。でも…」というものだ。
私たちに求められているのは、この「でも
…」のあとにつづく万感に思いを馳せ、少
しでも分かち合うことだろうと思う。
　この夏、横須賀で市民団体が行った
自衛官アンケート（官舎2500戸への戸別

配布と郵便による回答）には、21通の回答
があり、うち75％が有事法制やイラク特措
法の制定過程で、自衛官の気持ちが考
慮されていないと答えた。横須賀の友人
たちは、自衛官に向かって「イラクに行く
な！」ではなく「行かないでください」と呼
びかけるといっている。私の気持ちも、そ
れにぴったりと重なる。護憲運動の攻防
線が今、私たちを乗り越えて、自衛官と家
族の体と心の中を引き裂いて走っている
のだから。
　自衛隊のイラク派遣は、どうしても止め
なければならない。

●
　派遣予定の部隊が駐屯する地域で
は、反対運動や「自衛官ホットライン」が
つぎつぎと立ち上がった。神奈川の市民
団体「すべての基地に＜ノー＞を・ファイ
ト神奈川」は、派遣反対の意志を伝える
ため、陸上自衛隊北部方面総監あての
ハガキを送る運動をよびかけている。ハ
ガキは1枚30円。これに切手をはって各
自が投函する。
連絡先は、TEL/FAX 046-825-0157 非
核市民宣言運動ヨコスカ。
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●１１月１８日　嘉手納基地所属のＫＣ１３５空中給
油機、同基地で緊急着陸。
●１１月２０日付　在日米軍、金武町キャンプ・ハン
セン内「レンジ４」に陸軍特殊部隊が使用する都
市型戦闘訓練施設を建設すると１９日までに日本
政府に伝達。
●１１月２０日　那覇防衛施設局、空自恩納分屯基
地に保管のＰＣＢ含有汚泥処理で、恩納村に処理
施設の建設計画を正式に説明。協力求める。
●１１月２１日付　都市型戦闘訓練施設建設に伴
い、現在レンジ４で実施のロケット砲等の実弾射
撃訓練が、キャンプ・シュワブにも分散されると明
らかに。
●１１月２４日付　米兵容疑者の取り扱いをめぐる
日米両政府の協議で、現行犯逮捕の取り調べに
も米側が立会いを求めていると２３日明らかに。
●１１月２６日　志喜屋恩納村長、空自恩納分屯基
地に保管のＰＣＢ含有汚泥処理問題で、「安全性
が確認されれば受け入れる」と発言。

●１１月２６日　稲嶺知事、キャンプ･ハンセン内の
射撃場レンジ４に建設される陸軍の都市型戦闘
訓練施設の建設に反対を正式表明。
●１１月２７日　最高裁、改定米軍用地特措法は違
憲として県内の地主８人が国に損害賠償など求
めた訴訟で、上告棄却の判決。　
●１２月１日　比嘉副知事、政府主催の全国都道
府県知事会議で、在外米軍再編に触れ、基地問

��１７ページ日誌からつづく

今号の略語
ＡＮＺＡＳ＝オーストラリア・ニュージーラ
ンド・米国の三国軍事同盟
ＢＲＡＣ＝基地閉鎖・再編
ＥＥＺ＝排他的経済水域
ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル
ＩＣＯＣ＝弾道ミサイルの拡散に立ち向か
うための国際行動規範

ＭＰＩ＝中堅国家構想
ＭＴＣＲ＝ミサイル関連技術管理体制
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＱＤＲ＝四年期国防見直し
ＲＡＭ＝軍事における革命
ＳＥＡＴＯ＝東南アジア条約機構
ＳＬＶ＝宇宙打ち上げ機

題の解決に向けた政府の取り組みを強く要望。
●１２月２日　普天間飛行場の５年ないし７年以内
の返還など県内米軍基地１１ヶ所の返還に合意し
たＳＡＣＯ最終報告から満７年。
●１２月３日　県、海自が鳥島射撃場で計画中の
次期哨戒ヘリコプターのミサイル発射試験に「基
地の固定化につながる」など反対を表明。◆◆◆


